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 28年度 －1頁－

Ⅰ　平成28年度に係る業務の実績に関する評価



 28年度 －2頁－

１．全体の評定

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 見込 通期

（Ａ） Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

評定に至った理由

２．法人全体に対する評価

法人全体の評価

３．項目別評価における主要な課題、改善事項など

４．その他事項

年度評価　総合評定

 　該当なし

 　項目別評定は７１項目のうち、Ａが２項目、Ｂが５８項目、Ｃが４項目、評価の対象外が７項目となっており、全体として中期目標における所期の目標を達成してい
 る。
   また、全体の評定を引き下げる事象もなかったためＢとした。
 ※　平成２５年度の評価にあっては、農林水産省独立行政法人評価委員会及び財務省独立行政法人評価委員会の評価結果であり、Ａ評定が標準。平成２６年度以降の評
 　価にあっては、主務大臣の評価結果であり、Ｂ評定が標準。

全体の評定を行う上で
特に考慮すべき事項

 　農業信用保険業務、林業信用保証業務、漁業信用保険業務、農業災害補償関係業務、漁業災害補償関係業務の実施に当たり、理事長のリーダーシップの下、業務の進
 捗や予算執行の把握に努め、業務運営の効率化を図りつつ的確に業務運営が遂行されており、特に重大な業務運営上の課題は検出されておらず、計画どおり順調に業務
 が実施されていると評価する。

 　特に全体の評価に影響を与える事象はなかった。

 　①　林業信用保証業務における業務収支の黒字化に向けた保証料収入の増については、事業者や金融機関への制度の普及や利用拡大の取組を進めたものの、保証料収
　　　入が所期の目標を下回っており、こうした保証料収入の確保のための取組を着実に実施する必要がある。
 　②　農業信用保険業務及び林業信用保証業務における回収金の実績については、回収金収入が所期の目標を下回っており、回収実績向上のための取組を着実に実施す
 　　る必要がある。
 　③　保険料等の確実な徴収については、林業信用保証業務において、入金データ及び未収保証料データのチェック体制に不備があったことにより保証料の適正な徴収
　　 がなされなかった事案が発生したことから、講じた再発防止策を徹底する必要がある。

監事等からの意見

 （理事長からの意見）

 （監事からの意見）

その他特記事項
 （有識者会議委員からの意見）

評定
（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ）

主務大臣による改善命
令を検討すべき事項

 　該当なし

項目別評定で指摘した
課題、改善事項

その他改善事項

（参考）本中期目標期間における総合評定の状況

 　Ｂ：中期目標における所期の目標を達成していると認められる。



 28年度 －3頁－年度評価　項目別評定総括表

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

(1) 事業費の削減度合（平成24年度対比５％以上） Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ
(5) リスク管理委員会による統合的なリスク管理の
　　的確な実施

－ － Ｂ Ｂ Ｂ

(2) 事業費の削減に向けての取組
　　（農業信用保険業務）

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ (6) 事務リスク自主点検等を実施し業務改善へ反映 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

(3) 事業費の削減に向けての取組
　　（林業信用保証業務）

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
(7) 目標管理の導入による適切な人事評価、業績及
　　び勤務成績等の給与・退職金等への一層の反映

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

(4) 事業費の削減に向けての取組
　　（漁業信用保険業務）

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
(8) 評価・分析の実施、その結果の業務運営への着
　　実な反映

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

(5) 共済団体等に対し、民間金融機関から融資を受
　　けるよう促すための取組

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
(9) 情報セキュリティに配慮した業務運営の情報化
    ・電子化の取組

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

(6) 林業寄託業務の見直しの着実な実施 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

(7) 「民でできることは民で」の検討
　　（農業・漁業信用保険業務）

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

(1) 調達等合理化計画に基づく一般競争入札等の着
　　実な実施

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

(2) 契約監視委員会において事後点検及び契約審査
　　委員会の活用等による適正な契約の実施

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

(3) 取組状況の公表 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

(1) 組織体制・人員配置の見直し Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ (4) 監事及び会計監査人による監査の実施 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

(2) 効果的な研修の実施 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

(1) 支出の要否を検討し、一般管理費を24年度比で
　　15％以上の削減

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ
(1) 保険引受審査等業務に応じた標準処理期間の達
　　成（案件の85%以上の処理）

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

(2) 業務の見直し及び効率化 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
(2) 保険引受や支払審査等について、関係機関との
　　情報共有・意見交換

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

(3) 政府の総人件費削減の取組を踏まえた適切な対
　　応

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ (3) 業務処理の方法の見直し Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ

(4) ラスパイレス指数を中期目標期間中は100を上
　　回らない水準とする

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

　５　業務実施体制の強化 (1) 情報開示の充実を促進 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

(1) 内部監査の適切な実施と改善状況のフォローア
　　ップの実施

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
(2) 業務内容等に応じたセグメント情報の開示を徹
　　底

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

(2) 役員会による理事長の意思決定の補佐 － － Ｂ Ｂ Ｂ
(3) 利用者意見の業務運営への適切な反映、苦情へ
　　の適切な対応

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

(3) 内部統制委員会による適切なモニタリングの実
　　施

－ － Ｂ Ｂ Ｂ (4) 職員の勤務条件の公表 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

 第２　国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

１　事務処理の迅速化

２　情報の提供・開示

 第１　業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

１　事業の効率化

３　業務運営体制の効率化

４　経費支出の抑制

５　業務実施体制の強化

Ｂ Ｂ

６　業務運営の効率化等を踏まえた情報システムの
　　整備

７　調達方式の適正化

(4) 外部有識者の専門的知見を活用したコンプライ
　　アンスの推進に向けた取組並びに取組状況のチ
　　ェック及びフォロー

Ａ Ｂ Ｂ

Ａ

評　　　価　　　項　　　目 評　　　価　　　項　　　目
評価年度 見込

評価
通期

評価年度 見込
評価

通期

Ｂ

２　信用リスクに応じた保証・保険料率に係る信用リ
　　スク評価の精緻な計測に向けたデータベース化を
　　開始し与信上のデータを蓄積
　　（農業信用保険業務）

Ａ Ａ Ｂ



 28年度 －4頁－

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

(5) 保険料・保証料、貸付金利息の確実な徴収 Ａ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

(1) 保険料率算定委員会における保険料率水準の点
　　検及び必要に応じた見直し（農業信用保険業務）

Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ (1) 事故率の低減（農業信用保険業務） Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

(2) 保証料率算定委員会における保証料率水準の点
　　検及び必要に応じた見直し（林業信用保証業務）

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ (2) 代位弁済率の低減（林業信用保証業務） Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

(3) 保険料率算定委員会における保険料率水準の点
　　検及び必要に応じた見直し（漁業信用保険業務）

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ (3) 事故率の低減（漁業信用保険業務） Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

(4) 業務収支の黒字化に向けた保証料収入の増（平
　　成24年度対比1.6％増）（林業信用保証業務）

Ａ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

(5) 適切な貸付金利の設定（農業・漁業信用保険業
　　務）

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

(6) 適切な貸付金利の設定（農業・漁業災害補償関
　　係業務）

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ － － － － －

Ａ － Ｂ － Ｂ

(1) 基金協会との事前協議の実施及び事前協議対象
　　の拡大への取組 (農業信用保険業務)

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

(2) 基金協会との事前協議の実施及び事前協議対象
　　の拡大への取組 (漁業信用保険業務)

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ － Ｂ － Ｂ

(3) 保証審査や求償権管理回収に係る研修会の開催 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ － － － Ｂ

(4) 信用基金の相談機能の強化 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ － － － － －

(5) 審査の厳格化、債務保証先のフォローアップ
　　（林業信用保証業務）

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ － － － －

(1) モラルハザード防止対策の導入効果の検証及び
　　部分保証等の拡充の検討（農業信用保険業務）

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ － － － － －

(2) モラルハザード防止対策の導入効果の検証及び
　　部分保証等の拡充の検討（漁業信用保険業務）

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

(3) 部分保証の拡充などの収支均衡に向けた取組
　　（林業信用保証業務）

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ (1) 人員に係る指標 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

(2) 人材の確保 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

(1) 回収金の実績及び回収実績向上のための取組
　　（農業信用保険業務）

Ａ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ (3) 人材の養成 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

(2) 回収金の実績及び回収実績向上のための取組
　　（林業信用保証業務）

Ａ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ａ － － Ｂ Ｂ

(3) 回収金の実績及び回収実績向上のための取組
　　（漁業信用保険業務）

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ 注：平成25年度においてはＡが、平成26年度以降及び見込評価においてはＢが標準である。

（余白） （余白）

３　積立金の処分に関する事項

 第５　予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及
　　　 び資金計画

 第６　短期借入金の限度額

 第７　不要財産又は不要財産となることが見込まれる
 　　　財産の処分に関する計画

 第８　重要な財産の譲渡等に関する計画

 第９　剰余金の使途

 第10　その他主務省令で定める業務運営に関する事項

１　施設及び設備に関する計画

２　人員に関する指標

 第４　その他の業務運営に関する重要事項（長期借入
　　　 金の条件）

７　宿舎の廃止に関する計画

８　農業融資資金業務に係る国庫納付

評　　　価　　　項　　　目

　１　適切な保険料率・保証料率・貸付金利の設定

２　引受審査の厳格化等

 第３　財務内容の改善に関する事項

５　代位弁済率・事故率の低減

６　基金協会及び共済団体等に対する貸付金の適正な
　　審査及び回収

３　モラルハザード対策

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
(4) サービサー等の活用による回収策について費用
　　対効果の検証及び回収委託基準の明確化等
　　（林業信用保証業務）

４　求償権の管理・回収の強化等

評価年度 見込
評価

通期
見込
評価

通期評　　　価　　　項　　　目
評価年度



 28年度 －5頁－

Ⅱ　各評価項目のポイント



 28年度 －6頁－

第１　業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

第１－１　事業の効率化

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 見込 通期

（Ａ） Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

事業費の推移 （単位：百万円）

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

保険金（農業） 5,131 3,926 3,749 5,441

保険金（漁業） 1,639 1,810 1,926 2,854

代位弁済費（林業） 1,425 581 1,177 687

回収奨励金等 56 68 68 54

合計 8,252 6,385 6,919 9,036

（１）事業費の削減度合（平成24年度対比５％以上）【評価書１頁】

　《評定に至った理由》
　　　　事業費は、24年度予算比で全体で42.9％の削減となっており、28年度目標削減率を大幅に上回る削減率となったことは高く評価できるもの
　　　の、基金協会の事前協議の徹底等の取組による結果だけでなく、農林漁業者への貸付けが減少基調にあることを背景とした保険及び保証の引
　　　受けの減少等により引受残高が減少し、事業費の大宗を占める保険金及び代位弁済費の支出が、結果として大幅に減少したことによる影響も
　　　あることを踏まえ、評定をＢとする。

　《目標》
　　○　事業費（保険金、代位弁済費、回収奨励金、求償権管理回収助成及び求償権回収事業委託費）については、中期目標の期間中に、平成24年
　　　度比で５％以上削減する。

　　　※　28年度削減目標は、24年度対比4％以上削減である（中期目標においては、中期目標期間の最終年度（29年度）に24年度予算対比5％以上
　　　　削減としていることから、1年当たり1％以上削減とした。）

　《主な業務実績》
　　○　28年度事業費総額：90億36百万円（24年度予算対比42.9％の削減、決算
　　　対比1.8％の増加）。
　　○　このような大幅な削減率となった要因としては、農業・漁業の信用基金
　　　協会との事前協議の徹底、部分保証の実施による保険金支払いの低減、引
　　　受審査の厳格化等による代位弁済の抑制を図るとともに、求償権回収事業
　　　委託費の効率的な支出に取り組んだ一方で、農林漁業者への貸付けが減少
　　　基調にあることを背景とした保険及び保証の引受けの減少等により引受残
　　　高が減少し、結果として、事業費の大宗を占める保険金及び代位弁済費の
　　　支出が、24年度予算で想定したよりも大幅に減少したことが考えられる。

区　　分



 28年度 －7頁－

第１－１　事業の効率化

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 見込 通期

（Ａ） Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
（３）事業費の削減に向けての取組（林業信用保証業務）【評価書５頁】

　《目標》
　　○　「第３　財務内容の改善に関する事項」に記載している引受審査の厳格化等、モラルハザード対策の取組を着実に実施する。

　《主な業務実績》
　　○　保証引受審査に当たっては、定量要因については信用基金が保有する資産査定データ等も活用して、定性要因については林業者等の特性を
　　　踏まえた分析を行い、新規・増額・財務内容不良案件等については、総括調整役（林業担当）等を構成員とする債務保証審査協議会に付議し
　　　た。
　　○　28年度の保証引受1,121件（条件変更を除く）のうち364件について、部分保証（80％保証）を実施した。
　　○　実質管理案件（代位弁済の可能性が高いと判断した等の案件）について的確な期中管理を行った。
　　　　また、経営状況が悪化した保証先のバンクミーティングに出席するなど、保証先の経営健全化への支援に向けた管理も行った。

　《評定に至った理由》
　　　　保証引受審査件数は減少したものの、より厳格な審査を行う債務保証審査協議会への付議件数の割合及びモラルハザード対策として実施し
　　　ている部分保証の割合はそれぞれ上昇しており、中期目標の達成に向けて着実な取組が見られることから、評定をＢとする。



 28年度 －8頁－

第１－１　事業の効率化

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 見込 通期

（Ａ） Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

（単位：百万円）

(参考)
Ｈ24

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

寄託額(A) 880 580 320 580 580

うち政府出資金 880 580 320 - -

- - - 580 580

公庫からの返還金(B) 1,397 5,588 1,248 824 1,320

36,499 31,491 30,563 30,319 29,579

年度末政府出資金残高 27,655 28,235 28,555 28,555 28,555

年度末長期借入金残高 9,055 6,890 6,291 4,244 2,761

62 30 17 9 5

　《主な業務実績》
　　○　28年度は、寄託原資について５億80百万円全額を寄託返還金から確保し、
　　　同額を公庫に寄託した。
　　○　28年度に償還した長期借入金（14億83百万円）については、全額を寄託
　　　返還金から確保したことにより、長期借入金残高を圧縮した。

　《評定に至った理由》
　　　　28年度の寄託原資については、新たな長期借入金や政府出資金によらず、
　　　寄託返還金により賄っている。
　　　　また、寄託返還金の一部を長期借入金の償還財源に充当して長期借入金
　　　の圧縮するとともに、利払いも抑制されており、中期目標の達成に向けて
　　　着実な取組が見られることから、評定をＢとする。

　《目標》
　　○　寄託原資については、償還のあった寄託金を充てる。また、当該寄託金の一部を長期借入金の償還財源に充てることにより、長期借入金
　　　（借り換え）の抑制を図る。

（６）林業寄託業務の見直しの着実な実施【評価書１１頁】

区　　分

うち手持ち資金
(公庫からの返還金)

年度末寄託残高(C)
（前年度末寄託残高+A-B）

利子補給金
（利払い費用）



 28年度 －9頁－

第１－３　業務運営体制の効率化

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 見込 通期

（Ｂ） Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 見込 通期

（Ａ） Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

　《評定に至った理由》
　　　　業務体制の効率化を勘案して、人員配置を行っており、中期目標の達成に向けて着実な取組が見られることから、評定をＢとする。

　《評定に至った理由》
　　　　職員の能力向上を図るために必要な各種研修を研修計画に基づき実施しており、中期目標の達成に向けて着実な取組が見られることから、
　　　評定をＢとする。

（２）効果的な研修の実施【評価書１８頁】

　《目標》
　　○　職員の能力の向上を図るため、研修計画に基づき各種研修を効果的に実施する。

　《主な業務実績》
　　○　28年度の研修計画を策定するとともに、以下のとおり研修を実施。

　《主な業務実績》
　　○　各部門における業務の実施状況を踏まえ、併任発令等を行うことにより複数部署の業務を担う職員を配置する（28年度末10名）など、業
　　　務運営体制の効率化を勘案した人員配置を行った。

　《目標》
　　○　業務の質や量に対応した組織体制・人員配置の見直しを行い、業務運営の効率化を行う。

（１）組織体制・人員配置の見直し【評価書１７頁】

種別 内容 対象 内容 受講者 受講者数

採用者研修（半日×２回） 採用者等 ８名

初級職員研修（３日） 採用者等 ４名

給与事務担当者研修（半日） 補佐 １名

財務会計研修（半日） 課長・補佐・一般職員 ４名

会計事務職員研修（49日） 一般職員 ２名

財務会計基礎研修（４日） 21年度以降の新規採用者 ９名

融資法務基本研修（６日） 21年度以降の新規採用者 ６名

融資審査実践研修（３日） 21年度以降の新規採用者及び各部被推薦者 ３名

債権管理・回収基礎研修（３日） 21年度以降の新規採用者 １名

債権管理・回収実践研修（３日） 21年度以降の新規採用者 ２名

法令遵守意識啓発研修 コンプライアンス 全役職員 コンプライアンス研修、情報セキュリティ・個人情報保護研修（半日） 全役職員 105名

能力開発研修
業務に必要な専門
的知識の習得

各部被推薦者

28年度研修実施状況28年度研修計画

養成研修
階層別に必要な基
礎知識を習得

採用者、
一般職員、

課長級別に実施



 28年度 －10頁－

第１－４　経費支出の抑制

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 見込 通期

（Ａ） Ａ Ｂ Ｂ Ｂ
（１）支出の要否を検討し、一般管理費を24年度比で15％以上の削減【評価書２０頁】

　《主な業務実績》
　　○　28年度支出実績：4億97百万円（24年度予算対比14.6％の削減、決算対比20.8％の増加）。
　　○　経費支出の抑制に繋がるものとして、以下の取組を行った。
　　　・　契約については、原則として一般競争入札等（企画競争及び公募を含む）の競争性の高い契約方式によるものとした。
　　　・　定期購読物について、年度末までに翌年度における購読の必要性等を検討し、28年度においては３紙を購読中止とした。
　　　・　出張経費に係る割引制度（パック商品等）の利用、消耗品・備品（パソコン）の一括調達及びコピーの両面印刷等を実施した。
　　　・　出張先でレンタカーを利用せざるを得ない場合で、有料道路を通行する場合はＥＴＣカードを利用した。
　　　・　ＯＡ機器及び照明のこまめなスイッチオフに加えて、事務室内蛍光灯の間引きや昼休み時間における消灯などを実施した。
　　　・　会計監査人については、これまで毎年度、候補者の選定を行ってきたが、事務の効率化及び監査費用節減の観点から、当該選定に係る対
　　　　象年度を27年度から29年度までの３年間の複数年度とした。

　《目標》
　　○　業務の見直し及び効率化を進め、一般管理費（人件費、租税公課及び特殊要因により増減する経費を除く。）については、中期目標の期間
　　　中に、平成24年度比で15％以上抑制する。

　　　※　28年度削減目標は、24年度対比12％以上削減である（中期目標においては、中期目標期間の最終年度（29年度）に24年度予算対比15％以
　　　　上削減としていることから、１年当たり３％以上削減とした。）

　《評定に至った理由》
　　　　一般管理費は24年度予算比で14.6％の削減となっており、28年度目標（24年度予算比12％削減）を上回る削減率となったことは評価できる
　　　ものの、26年度及び27年度と同様に、28年度の削減率が前年度よりも減少していることを踏まえ、評定をＢとする。



 28年度 －11頁－

第１－４　経費支出の抑制

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 見込 通期

（Ａ） Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

　《評定に至った理由》
　　　　予算の適正な執行管理を行うとともに、無駄な支出の削減に向けた取組目標を設定し、役職員に周知を図り、また、業務実施方法を見直
　　　し、経費の削減に向けた取組を行っており、中期目標の達成に向けて着実な取組が見られることから、評定をＢとする。

（２）業務の見直し及び効率化【評価書２２頁】

　《目標》
　　○　業務の見直し及び効率化を進め、一般管理費の節減を行う。

　《主な業務実績》
　　○　役職員のコスト意識の徹底
　　　　支出の無駄を削減するための自律的な取組を推進する「支出点検プロジェクトチーム」の第12回会合を28年４月に開催し、27年度の取組
　　　目標に対する取組状況について報告を行うとともに、28年度の取組目標を設定した。
　　○　業務実施方法の見直し
　　　　林業者等の出資者（利用者）が保有する出資持分の譲渡し等にあたっては、郵送の手間とコストを削減する観点から、次の取組を行った。
　　　　①　出資手続きに必要な書式のウェブサイト掲載
　　　　　　28年７月に出資手続きに必要な書式を信用基金ウェブサイトに掲載し、利用者が直接当該書式をダウンロードできるよう見直しを行
　　　　　った。
　　　　②　出資証券の廃止
　　　　　　出資証券は従来、林業者等の出資者が保有する出資持分に譲渡し等が発生する都度、回収、発行してきたが、譲渡しの場合にはほぼ
　　　　　全ての事案で譲渡しが完了するまで出資証券の回収・発行手続きが複数回に及び、出資者にとって、出資証券の保管、譲渡し時の名義
　　　　　の書き換えや紛失時の届出手続きなどが必要となることから、出資持分の確認手法を見直し、28年12月に出資証券を廃止した。



 28年度 －12頁－

第１－４　経費支出の抑制

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 見込 通期

（Ａ） Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 見込 通期

（Ａ） Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

　《目標》
　　○　ラスパイレス指数が、中期目標期間中は毎年度１００を上回らない水準とし、給与水準の適正化に取り組むとともに、検証結果や取組状況
　　　を公表する。

　《主な業務実績》
　　○　28年度のラスパイレス指数（地域別・学歴別）は97.4であった。

　《評定に至った理由》
　　　　国家公務員の給与改定を基準として給与改定を行っており、中期目標の達成に向けて着実な取組が見られることから、評定をＢとする。

　《主な業務実績》
　　○　人事院勧告を受けた国家公務員の給与改定を基礎として、関係規程等を改正している。

　《目標》
　　○　人件費（退職手当及び法定福利費を除く。また、人事院勧告を踏まえた給与改定部分を除く。）については、政府における総人件費削減の
　　　取組を踏まえつつ、適切に対応する。

（３）政府の総人件費削減の取組を踏まえた適切な対応【評価書２４頁】

（４）ラスパイレス指数を中期目標期間中は100を上回らない水準とする【評価書２５頁】

　《評定に至った理由》
　　　　様々な取組により、地域・学歴別法人基準年齢階層ラスパイレス指数は100を下回っており、中期目標の達成に向けて着実な取組が見られる
　　　ことから、評定をＢとする。



 28年度 －13頁－

第１－５　業務実施体制の強化

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 見込 通期

（Ａ） Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

　《目標》
　　○　業務の適正化を図るため、内部監査規程及び内部監査マニュアルに基づき、監事と連携しつつ、内部監査年度計画に従い信用基金の各業務
　　　について内部監査を適切に実施する。
　　　　また、内部監査の実施にあたっては、内部監査チェックリストを準備するとともに、指摘事項（要改善事項）の改善が速やかに図られるよ
　　　うフォローアップを適切に実施する。

（１）内部監査の適切な実施と改善状況のフォローアップの実施【評価書２７頁】

　《評定に至った理由》
　　　　無予告の内部監査や改善事項のフォローアップなど、実効性のある内部監査を実施しており、中期目標の達成に向けて着実な取組が見られ
　　　ることから、評定をＢとする。

　《主な業務実績》
　　○　内部監査の実施に当たり、内部監査計画を策定し、計画的な監査を実施するとともに、監査項目のリスク度合に応じて具体的な監査のポイ
　　　ントを確認できるよう、事前に監査項目毎にチェックリストを整備し、これにより効率的かつ効果的な実施を図った。
　　○　28年度においては、以下の監査についてチェックリストの検討・見直しを行った上で内部監査を実施した結果、５件の改善指摘を行った。
　　　　このうち、⑦及び⑩については、28年度から新たに実施した。
　　　　①　漁業災害補償関係業務（28年４月実施）
　　　　②　コンプライアンスに係る事務（28年４月実施）
　　　　③　総務課及び人事課業務（28年６月～７月実施）
　　　　④　金庫現物（現金・郵便切手類等）実査（28年７月実施）
　　　　⑤　漁業信用保険業務（28年９月実施）
　　　　⑥　預金・有価証券・借入金残高確認（28年10月実施）
　　　　⑦　リスク管理態勢の確認（28年10月～11月実施）
　　　　⑧　法人文書の管理状況（28年12月実施）
　　　　⑨　情報セキュリティ対策及び保有個人情報の管理状況（29年１月～２月実施）
　　　　⑩　事故発生対応フォローアップ（29年２月実施）
　　○　内部監査の実効性を高めるため、上記④、⑥及び⑨については事前通知を行わずに実施した。
　　○　29年３月に、28年度に実施した内部監査で改善指摘をした案件について、フォローアップを行った結果、全ての指摘事項について改善措置
　　　がなされていることを確認した。



 28年度 －14頁－

第１－５　業務実施体制の強化

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 見込 通期

（－） － Ｂ Ｂ Ｂ

　《目標》
　　○　理事長の意思決定を補佐するための役員会を開催する。

　《主な業務実績》
　　○　役員会を毎月開催した（28年度は臨時開催を含めて13回開催）。
　　　　役員会においては、各業務に係る業務実績の報告を受け、年度計画の進捗管理を行ったほか、業務方法書の改正や業務実績等報告書の提出
　　　等、業務運営に関する重要事項について意見交換を行い、理事長の意思決定を補佐した。

　《評定に至った理由》
　　　　理事長の意思決定を補佐するための役員会を定期的に開催するとともに、必要に応じて臨時に開催しており、中期目標の達成に向けて着実
　　　な取組が見られることから、評定をＢとする。

（２）役員会による理事長の意思決定の補佐【評価書２９頁】



 28年度 －15頁－

第１－５　業務実施体制の強化

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 見込 通期

（－） － Ｂ Ｂ Ｂ
（３）内部統制委員会による適切なモニタリングの実施【評価書３０頁】

　《目標》
　　○　理事長をトップとする内部統制委員会を開催し、モニタリングを実施するなど内部統制を推進する。

　《主な業務実績》
　　○　28年度は内部統制委員会を４回開催（４月、７月、10月及び１月）し、内部統制に関する事項を審議する各種委員会から、委員会の取組状
　　　況について報告を受け、モニタリングを実施した。

　《評定に至った理由》
　　　　内部統制委員会を開催し、各種委員会からの報告や保険料・保証料の誤請求事案等の報告を受けるとともに、対応状況の確認及び今後の対
　　　応策の検討を行い、モニタリングを実施しており、中期目標の達成に向けて着実な取組が見られることから、評定をＢとする。



 28年度 －16頁－

第１－５　業務実施体制の強化

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 見込 通期

（Ａ） Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

　《評定に至った理由》
　　　　コンプラホットラインを的確に運用するとともに、28年度コンプライアンス・プログラムに基づき、コンプライアンス推進に向けた取組を
　　　着実に実施しており、中期目標の達成に向けて着実な取組が見られることから、評定をＢとする。

（４）外部有識者の専門的知見を活用したコンプライアンスの推進に向けた取組並びに取組状況の
　　　チェック及びフォロー【評価書３３頁】

　《目標》
　　○　業務の適正な執行を図るため、コンプライアンス・プログラムに基づき、外部の有識者の専門的知見も活用しつつ、コンプライアンス委員
   　 会を中心にコンプライアンスの推進に向けた取組を適切に実施する。
　　　　特にコンプライアンス・マニュアルの職員への一層の周知に努めるとともに、コンプライアンス・チェックの適切な実施・フォローに努め
   　 る。

　《主な業務実績》
　　○　コンプラホットラインを通して、業務改善提案を１件（規程集における用語検索機能の追加）受け付け、当該提案に対する回答（ＰＤＦソ
　　　フトウェアの高度な検索機能を用いた用語検索機能の紹介）については、業務改善委員会（29年２月開催）において審議・承認し、役職員専
　　　用情報サイトに掲載するとともに、メールにより全役職員に通知し、周知を図った。
　　○　外部有識者を委員に含むコンプライアンス委員会を開催（29年３月）し、コンプライアンス・マニュアル等の一部改正、コンプライアンス
　　　・チェックの実施結果・分析結果・改善策の提案、28年度コンプライアンス取組状況及び29年度コンプライアンス・プログラムの策定につい
　　　て報告、審議した。
　　○　新規職員研修会（28年４月）において、コンプライアンス及び情報セキュリティ対策に関する研修を実施した。
　　　　また、全役職員を対象としたコンプライアンス研修（28年11月）を実施し、その際に、個人情報保護及び情報セキュリティについても併せ
　　　て研修を実施した。
　　○　コンプライアンスの推進状況を点検するためコンプライアンス・チェックを29年２月に実施したほか、情報セキュリティ対策自己点検、保
　　　有個人情報の管理状況点検及び特定個人情報の管理状況点検を28年４月に実施した。



 28年度 －17頁－

第１－５　業務実施体制の強化

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 見込 通期

（－） － Ｂ Ｂ Ｂ

開催時期 議事
・　27年度のリスクの対応状況について
　　27年度の事業実績、リスク管理に係る28年度対応方針等の概要、27年度決算の概要、　28年３月末時点の業務実績に基づ
　　くリスク計量結果
・　統合的リスク管理規程の改正について（報告）　
・　28年度のリスクの対応状況について
　　28年度事業実績、28年度リスク対応状況、28年９月末時点の業務実績に基づくリスク計量結果
・　料率算定委員会及びあり方検討会における検討結果及びこれを踏まえた保険料率の見直し
・　リスク管理態勢の確認に係る内部監査結果　

　《評定に至った理由》
　　　　外部有識者を含むリスク管理委員会を開催するとともに、計量化したリスク量と資本金額を比較する等の手法により統合的なリスク管理を
　　　実施しており、中期目標の達成に向けて着実な取組が見られることから、評定をＢとする。

　《主な業務実績》
　　○　28年３月末及び28年９月末時点の事業実績に基づき各種リスクの計量化を行い、業務毎に算出したリスク量が資本の範囲に収まっているこ
　　　とを確認した。
　　　　このリスク計量結果を含むリスク管理に係る対応状況等を28年７月及び29年１月に開催した外部有識者を含むリスク管理委員会に報告し、
　　　統合的なリスク管理を実施した。
　　○　28年10月にリスク管理態勢の確認に係る内部監査を初めて実施し、その結果判明した農業信用保険勘定における27年度の責任準備金の計上
　　　誤りについて、リスク管理委員会において報告したが、意見はなかった。

29年１月

第１回

第２回

　《目標》
　　○　外部有識者を委員に含むリスク管理委員会を開催するとともに、金融業務に固有のリスクについては、できる限り計量化した上で統合的な
　　　リスク管理を的確に実施する。

（５）リスク管理委員会による統合的なリスク管理の的確な実施【評価書３６頁】

28年７月



 28年度 －18頁－

第１－５　業務実施体制の強化

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 見込 通期

（Ａ） Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

　《評定に至った理由》
　　　　事務リスク自主点検や事故発生・対応状況等報告制度の運用等を通じて、業務の適正化は着実に実施されており、中期目標の達成に向けて
　　　着実な取組が見られることから、評定をＢとする。

　《目標》
　　○　業務の適正化を図るため、部室が所掌する事務の自主的な点検及び職員からの業務改善提案に対する取組を適切に実施する。

　《主な業務実績》
　　○　28年８月に各部署で「点検実施計画」を作成し、９月に同計画に従って各部署において事務リスク自主点検（過去の主務省検査や内部監査
　　　の指摘事項等を踏まえた、押印漏れ、書類の添付漏れ等の確認）を実施した。
　　○　28年11月に業務改善委員会を開催し、各部署の点検責任者から事務リスク自主点検の結果及び事故発生・対応状況等報告書についての報告
　　　を受け、事務ミス防止対策等の改善策の検討・審議を行うとともに、業務改善委員及び点検責任者間で事故発生の未然防止に対する意識の統
　　　一を図った

（６）事務リスク自主点検等を実施し業務改善へ反映【評価書３８頁】



 28年度 －19頁－

第１－５　業務実施体制の強化

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 見込 通期

（Ａ） Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 見込 通期

（Ａ） Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

　《目標》
　　○　目標管理を取り入れた適切な人事評価を定着させるとともに、業務遂行へのインセンティブの向上を目指して、業績及び勤務成績等を給与
 　   ・退職金等に確実に反映させる。

　《評定に至った理由》
　　　　人事評価実施規程に基づき、人事評価を着実に実施し、結果については給与等に反映しており、中期目標の達成に向けて着実な取組が見ら
　　　れることから、評定をＢとする。

　《評定に至った理由》
　　　　自己評価や主務省から指摘された課題及び改善事項を踏まえ、評価・分析を実施し、その結果については理事長等が出席する役員会におい
　　　て意見交換し、対応方針を決定した上で業務運営に反映しており、中期目標の達成に向けて着実な取組が見られることから、評定をＢとする。

　《主な業務実績》
　　○　目標管理の導入による人事評価制度については、24年４月から実施している。
　　○　人事評価の結果は、職員の勤勉手当、昇格・昇給の基礎資料として活用し、給与等に反映した。

（７）目標管理の導入による適切な人事評価、業績及び勤務成績等の給与・退職金等への一層
　　　の反映【評価書４１頁】

（８）評価・分析の実施、その結果の業務運営への着実な反映【評価書４３頁】

　《目標》
　　○　事業ごとの厳格かつ客観的な評価・分析を四半期毎に実施し、その結果を着実に業務運営に反映させる。

　《主な業務実績》
　　○　年４回（４月、７月、10月及び１月）評価・分析を実施し、中期計画や年度計画の進捗状況管理を適切に行うとともに、27年度の自己評価
　　　結果並びに主務省から指摘された課題及び改善事項を着実に業務運営に反映した。



 28年度 －20頁－

第１－５　業務実施体制の強化

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 見込 通期

（Ｂ） Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

　《主な業務実績》
　　○　28年７月に情報セキュリティ規程及び個人情報取扱規程を改正し、①機密性の高い情報の他部署への送信等の取扱いに係る牽制機能の強化、
　　　②物理的情報セキュリティ対策として、事務室の入退室管理の強化等を図った。
　　○　27年度に実施したセキュリティ・コンサルティングの指導・助言に基づき、主に以下の措置を行った。
　　　・　物理的セキュリティ対策として、28年７月から事務所の入退室管理の強化等を図った。
　　　・　サイバーセキュリティ対策の強化を図るため、ネットワーク（ＬＡＮ）の再構築により情報系ネットワークを統合し、ユーザー管理、ロ
　　　　グ管理、資産管理を一元的に実施できるようにしたほか、入口対策や外部への情報漏えい対策も含めた多層防御を図った。
　　○　新規職員研修会及全役職員を対象に行ったコンプライアンス研修において、情報セキュリティ対策に関する研修を実施したほか、ＮＩＳＣ
　　　（内閣サイバーセキュリティセンター）が開催する情報セキュリティ勉強会等に担当職員等が参加した。
　　○　28年４月に、全役職員を対象に情報セキュリティ対策自己点検を行い、改善の必要があった者には個別に改善指示を行うとともに、それら
　　　の結果を５月に開催した情報化推進委員会において報告し、情報共有を図った。
　　○　29年１月に、全部署を対象に、情報セキュリティ対策及び保有個人情報の管理状況に関する内部監査を実施するとともに、27年度に実施し
　　　た内部監査で改善指摘した事項についてフォローアップを実施し、全ての指摘事項について改善措置がなされていることを確認した。

　《目標》
　　○　情報セキュリティに配慮した業務運営の情報化・電子化の取り組みについて、業務運営の効率化と情報セキュリティ対策の向上を図るため、
　　　次の事項を推進・実施する。
　　　ア　政府機関統一基準群を含む政府機関における一連の対策を踏まえ、適宜、信用基金の情報セキュリティ規程等の見直し等を行う。
　　　イ　セキュリティインシデントの発生を防止するため、平成27年度に実施した外部専門家による情報セキュリティに関するコンサルティング
　　　　の結果を踏まえ、技術的対策等の見直しを行う。
　　　ウ　役職員が情報セキュリティ対策の重要性を理解し実践していくため、情報セキュリティに関する研修を行う。
　　　エ　情報セキュリティに関する監査及び点検を引き続き実施し、結果についてフォローアップを行う。
　　　オ　緊急時を含め、農林水産省・財務省との実効性のある連絡体制を整備し、情報セキュリティ上の課題について、農林水産省・財務省との
　　　　情報交換を積極的に行う。
　　　　　特に、事故・障害等が発生した場合は、速やかに農林水産省・財務省の情報セキュリティ責任者に連絡して適切な対策を実施する。

　《評定に至った理由》
　　　　政府機関統一基準群を含む一連の対策や指針等を踏まえた情報セキュリティに関する規程の整備を図るとともに、情報セキュリティ対策の
　　　点検の実施や、情報セキュリティに係る連絡体制を整備し、情報セキュリティ対策の向上を図ったほか、情報セキュリティ体制の一層の強化
　　　を図るため27年度に実施したセキュリティコンサルティングで受けた指導・助言を踏まえた改善措置を講じるなど、中期目標を達成すると見
　　　込まれることから、評定をＢとする。

（９）情報セキュリティに配慮した業務運営の情報化・電子化の取組【評価書４５頁】



 28年度 －21頁－

第１－６　業務運営の効率化等を踏まえた情報システムの整備

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 見込 通期

（Ａ） Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

　《評定に至った理由》
　　　　システム整備計画を改正し、当該計画に基づき業務運営の合理化、効率化に繋がるシステム改善を図っており、中期目標の達成に向けて着
　　　実な取組が見られることから、評定をＢとする。

　《目標》
　　○　主要な情報システムについて、コストの削減、調達における透明性の確保及び業務運営の効率化・合理化を図る観点から、システムの改善
  　  に努める。

　《主な業務実績》
　　○　28年度中に予定する各情報システムの改修計画等を内容とする情報システム整備計画について、28年５月に開催した情報化推進委員会にお
　　　いて審議を行い、６月に改正した。
　　○　部署毎に規定、運用・管理を行っていたＬＡＮについて一元的な運用・管理を行うため、28年11月に情報化推進規程を改正し、「基幹ＬＡ
　　　Ｎシステム」として一本化した。
　　○　業務運営の合理化・効率化を確保するため、改正した情報システム整備計画に基づき、所要のプログラム改修を行った。

業務運営の効率化等を踏まえた情報システムの整備【評価書４８頁】



 28年度 －22頁－

第１－７　調達方式の適正化

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 見込 通期

（Ａ） Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
（１）調達等合理化計画に基づく一般競争入札等の着実な実施【評価書５０頁】

　《目標》
　　○　調達等合理化計画に基づき、一般競争入札等（競争入札及び企画競争・公募）を着実に実施する。

　《主な業務実績》
　　○　28年６月に「平成28年度独立行政法人農林漁業信用基金調達等合理化計画」を制定し、事務・事業の特性を踏まえ、ＰＤＣＡサイクルによ
　　　り、公正性・透明性を確保しつつ、自律的かつ継続的に調達等の合理化に取り組んだ。また、当該計画は、信用基金ウェブサイトで公表した。
　　○  28年度に締結した契約は10件１億33百万円で、一般競争入札等９件１億22百万円、随意契約（競争性なし）１件11百万円であった。
　　　　なお、随意契約（競争性なし）１件は、27年度に企画競争により複数年度（27～29年度の３事業年度）で締結した監査契約の平成28事業年
　　　度分に係るもので、２年目の契約継続にあたり、27年度監査業務実績及び28年度の監査計画について契約審査会で審査を行い、適正と認めら
　　　れたことから、継続することとし、主務大臣による選任を受けて、随意契約を行ったものである。
　　○　１者応札・１者応募の改善のため、評価項目の見直しや公告期間及び業務等準備期間の十分な確保、業者等からの聴き取りを踏まえた改善
　　　方策に取り組んだ。
　　○　調達に関するガバナンスを徹底するため、以下の取組を行った。
　　　・　契約事務に関する内部チェックの強化
　　　・　契約事務担当者以外の職員の立会いによる検収の徹底
　　　・　随意契約に関する内部統制の確立
　　　・　調達担当者に対する、調達に関する研修の実施

　《評定に至った理由》
　　　　調達等合理化計画に基づき27年度に企画競争により複数年度（27～29年度の３事業年度）で締結した監査契約を除き、一般競争入札が行わ
　　　れており、随意契約に当たっては契約審査会に諮った上で契約が行われていることから、契約の適正化に向けた取組が行われている。実績と
　　　しては、28年度に締結した10件の契約のうち９件が一般競争入札となっている。このうち５件が一者応札となったが、一者応札の解消に向け
　　　た取組も実施されており、目標の水準は満たしており、中期目標の達成に向けて着実な取組が見られることから、評定をＢとする。



 28年度 －23頁－

第１－７　調達方式の適正化

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 見込 通期

（Ａ） Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

（２）契約監視委員会において事後点検及び契約審査委員会の活用等による適正な契約の実施
　　　【評価書５３頁】

　《目標》
　　○　 契約監視委員会において、調達等合理化計画の策定及び自己評価の際の点検を行うとともに、個々の契約案件の事後点検を行う。
 　　　　また、契約審査委員会の活用等により、一般競争入札等について、真に競争性・透明性が確保される方法により実施されているか、随意
　　　 契約の理由が妥当か等契約の適正な実施を図る。

　《主な業務実績》
　　○　契約監視委員会を28年４月に開催し、①27年度調達等合理化計画の自己評価（案）、②28年度調達等合理化計画（案）について、点検・検
　　　討を実施した。
　　○  契約審査会を28年９月に開催し、平成28事業年度監査契約の適正性について公正性・透明性を確保するため審議し点検した結果、適正と認
　　　められた。

　《評定に至った理由》
　　　　契約監視委員会及び契約審査会の活用等により、契約手続きの適正化は図られており、目標の水準を満たしている。中期目標の達成に向け
　　　て着実な取組が見られることから、評定をＢとする。



 28年度 －24頁－

第１－７　調達方式の適正化

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 見込 通期

（Ａ） Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

　《評定に至った理由》
　　　　公表すべき契約をすべて公表するとともに、調達等合理化計画を踏まえた取組状況についてフォローアップを実施しており、中期目標の達
　　　成に向けて着実な取組が見られることから、評定をＢとする。

（３）取組状況の公表【評価書５５頁】

　《目標》
　　○　調達等合理化計画を踏まえた取組状況をウェブサイトに公表し、フォローアップを実施する。

　《主な業務実績》
　　○　契約情報取扱公表要領に基づき、予定価格が以下の額を超える28年度に契約締結した10件１億33百万円について、信用基金ウェブサイトで
　　　公表した。
　　　　【公表する契約】
　　　　　　工事又は製造・・・・・・予定価格 250万円
　　　　　　財産の購入・・・・・・・予定価格 160万円
　　　　　　賃貸・・・・・・・・・・予定価格  80万円
　　　　　　その他の役務・・・・・・予定価格 100万円
　　○　各個別案件については、改善状況取組状況表による１者応札・１者応募の改善項目毎の取組状況の確認、契約監視委員会による事後点検を
　　　行うことによりフォローアップを実施した。



 28年度 －25頁－

第１－７　調達方式の適正化

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 見込 通期

（Ａ） Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

　《目標》
　　○　監事及び会計監査人による監査において、入札・契約の適正な実施についてチェックを受ける。

　《主な業務実績》
　　○　監事による監査の実施
　　　　契約に関する文書は、監事監査規程に基づき、決裁文書を施行前に監事に回付することにより、契約の適正性について事前チェックを受け
　　　た（予定価格が少額である場合の随意契約に関する文書を除く）が、指摘はなかった。
　　　　このほか、定例監査（期末監査（28年４月～６月）及び期中監査（28年10月～12月））において、契約の適正性について事後チェックを受
　　　けたが、指摘はなかった。
　　○　会計監査人による監査の実施
　　　　会計監査人により、期末監査（28年４月～６月）、期中監査（28年10月、29年２月～３月）、監事に対する監査計画説明等（28年11月）及
　　　び理事長とのディスカッション（28年11月）が実施された。

　《評定に至った理由》
　　　　監事による契約に係る事前事後チェックが行われ、会計監査人による期中・期末監査や理事長とのディスカッションも実施されており、中
　　　期目標の達成に向けて着実な取組が見られることから、評定をＢとする。

（４）監事及び会計監査人による監査の実施【評価書５７頁】



 28年度 －26頁－

第２　国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

第２－１　事務処理の迅速化

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 見込 通期

（Ａ） Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
（１）保険引受審査等業務に応じた標準処理期間の達成（案件の85％以上の処理）【評価書５９頁】

　《評定に至った理由》
　　　　各業務全て目標を達成しており、中期目標の達成に向けて着実な取組が見られることから、評定をＢとする。

　《目標》
　　○　標準処理期間内に案件の85％以上を処理する。

　《主な業務実績》
　　○　標準処理期間内の処理について、85％以上が目標のところ、28年度は全ての項目で目標を達成した。



 28年度 －27頁－
第２－１　事務処理の迅速化

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 見込 通期

（Ａ） Ｂ Ｂ Ａ Ａ

　《評定に至った理由》
　　　　制度発足当初からの業務処理方法を大きく見直し、出資に係る手続きの都度要していた出資証券の提出・保管が不要となったこと及び残高
　　　証明書により出資持分を通知することで利用者が現持分を確実に確認できることとなるなど利用者負担の軽減、出資に係る事務手続きの簡素
　　　化及び証券を発行することにより発生するリスク（紛失時の手続等）の軽減により、今後の事務処理の迅速化が期待できる取組がなされてい
　　　る。
　　　　本取組により利用者サービスの向上が図られると考えられ、所期の目標を上回る成果が見られることから、評定をＡとする。

　《目標》
　　○　事務手続の明確化・簡素化など、業務処理の方法の見直しを行う。

（３）業務処理の方法の見直し【評価書６５頁】

　《主な業務実績》
　　○　林業信用保証業務において、林業者等の出資者（利用者）が保有する出資持分の譲渡し等にあたっては、その都度出資に係る書式を利用者
　　　に送付していたが、利用者の利便性の向上を図るため、28年７月に出資に係る書式を信用基金ウェブサイトに掲載し、利用者が直接当該書式
　　　をダウンロードできるよう見直しを行った。
　　○　信用基金では、昭和38年の林業信用保証制度発足当初から、出資持分の引受、持分の移転及び名義人変更の都度、出資者に対し出資証券を
　　　発行してきたが、信用基金業務システムにおける機能の充実化により、出資者情報の一元的な管理が可能と言える状況となったこともあり、
　　　持分の確認を要する出資者に残高証明書を発行することとし、28年12月に出資証券を廃止した。
　　　　なお、28年度において譲渡しを行った者は91者、譲渡しの回数は延べ182回であった。譲渡希望者が多数に上る実態から、今後も年に200件
　　　ほどの譲渡手続きが行われると想定され、今回の見直しにより、今後のこれらの手続きに際する出資者による出資証券提出の手間が解消され
　　　る。



 28年度 －28頁－

第２－２　情報の提供・開示

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 見込 通期

（Ａ） Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

　《評定に至った理由》
　　　　国民一般や利用者に対し適切かつ迅速に情報開示を行っている。
　　　　また、信用基金の事業概況を取りまとめた業務報告書等を関係機関に配布、ウェブサイトで公表するとともに、関係機関との情報交換会を
　　　実施し、情報提供を図っており、中期目標の達成に向けて着実な取組が見られることから、評定をＢとする。

　《主な業務実績》
　　○　公表すべき事項14件の掲載等信用基金ウェブサイトを177回更新した。
　　○　各業務において、事業概況を取りまとめた冊子やパンフレット等を作成し、関係機関へ配付するなど、情報提供に努めた。

（１）情報開示の充実を促進【評価書６７頁】

　《目標》
　　○　信用基金の業務の必要性、役割及び農林漁業者の事業活動への効果や成果について、国民一般や利用者を対象に、図表なども含めて分かり
　　　やすい形で幅広く周知するなど情報開示の充実を促進する。
　　　　各業務において、保険引受等の情報・データの取りまとめ、基金協会等関係機関への提供、パンフレット等を活用したＰＲ活動の推進など
　　　の情報提供に取り組む。



 28年度 －29頁－

第２－２　情報の提供・開示

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 見込 通期

（Ａ） Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

　《主な業務実績》
　　○　28年10月に、勘定区分に応じた財務諸表を信用基金ウェブサイトに掲載するとともに、財務内容等の一層の透明性を確保するため、以下の
　　　情報を掲載した。
　　　①　｢独立行政法人農林漁業信用基金の農業信用保険業務、林業信用保証業務及び漁業信用保険業務に係る財務及び会計に関する省令｣に規定
　　　　された区分毎の財務諸表と併せて、決算概要を説明した資料
　　　②　決算情報について、経年比較や財務分析指標
　　　③　事業報告書について、事業損益の経年比較・分析、総資産の経年比較・分析、財源構造及び財務データ、業務実績等報告書と関連付けた
　　　　　事業説明
　　○　28年10月に実施したリスク管理態勢の確認に係る内部監査において、農業信用保険勘定の27年度財務諸表に計上した責任準備金に関して算
　　　出誤りがあり、約９百万円多く計上されていることが判明したが、この額については28年度決算において前期損益修正を行うこととした。

　《評定に至った理由》
　　　　ウェブサイトにおいて、決算情報・業務内容に応じた適切な区分に基づく情報の開示を行っていること、また、農業信用保険勘定の27年度
　　　財務諸表における責任準備金の誤謬については、28年度決算において修正を行うこととしていることなどを踏まえると、中期目標の達成に向
　　　けて着実な取組が見られると考えられることから、評定をＢとする。

（２）業務内容等に応じたセグメント情報の開示を徹底【評価書７１頁】

　《目標》
　　○　信用基金の財務内容等の一層の透明性を確保する観点から、ホームページを活用して、決算情報・業務内容等に応じた適切な区分に基づく
　　　セグメント情報の開示を徹底する。



 28年度 －30頁－

第２－２　情報の提供・開示

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 見込 通期

（Ａ） Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

　《目標》
　　○　アンケート調査等の実施により、信用基金の利用者の意見募集を幅広く定期的に行い、業務運営に適切に反映させる。また、独立行政法人
　　　農林漁業信用基金苦情対応要領に基づき、苦情への適切な対応を行う。

　《主な業務実績》
　　○　28年10月開催の運営委員会における委員からの「現在の低金利情勢から、農業災害補償関係業務の貸付利率について検討してもいい時期に
　　　きているのではないか」との意見を踏まえ、農業災害補償関係業務及び漁業災害補償関係業務の貸付金利について検討を行った結果、日本銀
　　　行によるマイナス金利政策の導入後、一層低下している市中金利の状況に鑑み、また、市中金利の動向をより弾力的に反映させるため、貸付
　　　金利の設定について、これまでの随時見直しから、市中金利連動型のルールに基づいた設定方法に見直し、29年４月から適用することとした。
　　○　利用者等から信用基金の業務に関して寄せられた不平・不満等の苦情に対し、必要な手続き等を苦情対応要領に定めているところであり、
　　　28年度は以下のとおり対応した。
　　　　林業信用保証業務に係る出資持分について、成城宿舎の処分による出資持分の一部払戻しの通知をしたことを契機として、出資持分を全額
　　　払い戻すべきという要望が数多く寄せられた。これに対して「独立行政法人通則法の規定により不要財産に係る払戻しを行う場合を除き、出
　　　資持分の払戻しを行うことは、法律で禁止されている」旨を丁寧に説明するなど、誠実な対応に努めたが、十分な理解を得られなかったもの
　　　（苦情）があった。
　　○　業務ごとに各種会議における意見交換やアンケート調査等を実施し、利用者等からの意見を業務運営に反映させるよう努めた。

　《評定に至った理由》
　　　　運営委員会等の各種会議における意見交換及びアンケート調査により、利用者等から意見・苦情を把握し、より利用者の意見を取り入れた
　　　業務改善に向けた取組を行っており、中期目標の達成に向けて着実な取組が見られることから、評定をＢとする。

（３）利用者意見の業務運営への適切な反映、苦情への適切な対応【評価書７３頁】



 28年度 －31頁－

第２－２　情報の提供・開示

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 見込 通期

（Ａ） Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

《評定に至った理由》
　　　職員の勤務条件については、改正の都度、公表しており、中期目標の達成に向けて着実な取組が見られることから、評定をＢとする。

《主な業務実績》
　○　改正の都度、信用基金ウェブサイトで公表した（最新29年１月１日付）。

《目標》
　○　職員の勤務時間その他の勤務条件を規定した就業規則を公表する。

（４）職員の勤務条件の公表【評価書７７頁】



 28年度 －32頁－

第３　財務内容の改善に関する事項

第３－１　適切な保険料率・保証料率・貸付金利の設定

　　　 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 見込 通期

（Ａ） Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

　《目標》
　　○　保険料率・保証料率については、引受審査能力の向上等による適正な業務運営を行うことを前提として、農林漁業の特性を踏まえつつ、リ
　　　スクを勘案した適切な水準に設定する。
　　　　このため、引き続き、業務収支の状況や保険事故等の発生状況の実態を踏まえ、料率算定委員会において保険料率・保証料率の水準を点検
　　　し、必要に応じて、保険料率・保証料率の見直しを行う。

（２）保証料率算定委員会における保証料率水準の点検及び必要に応じた見直し
　　　（林業信用保証業務）【評価書８０頁】

　《主な業務実績》
　　○　28年12月に開催した林業信用保証料率算定委員会において、業務収支の状況や事故の発生状況を踏まえ、制度資金の政策効果の発揮や林業
　　　者等の負担増加にも配慮しつつ、保証料率の点検とその妥当性の検討を行った結果、林業者等の経営環境は依然として厳しい状況であること
　　　等を踏まえ、保証料率は据え置くとともに、保証料率の体系を維持することとした。

　《評定に至った理由》
　　　　保証料率算定委員会において、業務収支の状況や代位弁済等の発生状況を踏まえた保証料率の点検、見直しの検討が行われており、中期目
　　　標の達成に向けて着実な取組が見られることから、評定をＢとする。



 28年度 －33頁－

第３－１　適切な保険料率・保証料率・貸付金利の設定

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 見込 通期

（Ａ） Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

　《目標》
　　○　林業信用保証業務については、業務収支の黒字を目指し、代位弁済率の低減を図るとともに、保証料収入について中期目標期間終了時まで
　　　に平成24年度比で1.6％の増を目指す。

　《主な業務実績》
　　○　28年度の保証料収入目標額４億45百万円に対し、当該実績は３億02百万円であり、達成率は67.8％（27年度実績72.7％）となった。
　　　　なお、保証料収入が低位にとどまる一方で、代位弁済の発生も抑えられたことから、28年度の業務収支は黒字となった。
　　○　目標未達成の要因は、以下のとおりである。
　　　・　日本銀行の金融緩和の流れの中で金融機関による低利率プロパー融資が増加したこと。
　　　・　その利率と比較した保証料率の割高感から一般資金より低保証料率に設定している木材安定供給保証等の引受が増加したこと。
　　　・　格付けの低位な者に対する保証の減少により適用保証料率（平均）が低下したこと。
　　　・　長期資金の約定償還が進み、28年度末の保証残高が367億87百万円（27年度末401億42百万円）に減少したこと。
　　○　林業信用保証の利用拡大を図るため、「林業信用保証利用拡大プロジェクトチーム」を28年７月に設置し、林業者等及び金融機関を対象と
　　　した「林業保証普及キャラバン」を実施するとともに、普及対象者の特質に応じた促進ペーパーの作成・配付を行った。この「林業保証普及
　　　キャラバン」では、28年度に各地で開催（24カ所）された会議や研修会に参加して林業信用保証制度についての説明を行うとともに、事業活
　　　動が活発な地域を重点的に、金融機関113店舗に対して保証制度の周知のための現地説明を行った（27年度135店舗）。
　　　　また、政策効果発揮に資する保証利用の拡大の観点から、平成29年度の林野庁予算における重点である「林業成長産業化地域創出モデル事
　　　業」を促進するための保証商品として林業成長産業化モデル地域支援保証を創設し、29年度以降の保証利用拡大策にも取り組んだ。
　　　　さらに、格付けの低位な者に対する保証は代位弁済になる可能性が高くなるため、厳格な審査を行い、部分保証での取組等を検討し、代位
　　　弁済率の低減を図った。

　《評定に至った理由》
　　　　長期資金の約定償還を主因とした既保証残高の減少や、適用保証料率（平均）の低下などから、28年度の保証料収入目標の達成率は67.8％
　　　となっており所期の目標を下回ってはいるものの、保証料収入の増加に向け、事業者等や金融機関への制度の普及や利用拡大の取組を進めた
　　　ことを踏まえ、評定をＣとする。

（４）業務収支の黒字化に向けた保証料収入の増（平成24年度対比1.6％増）
　　　（林業信用保証業務）【評価書８４頁】



 28年度 －34頁－

第３－２　引受審査の厳格化等

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 見込 通期

（Ａ） Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

　《主な業務実績》

　林業信用保証業務

　《目標》
　　○　信用基金職員及び基金協会職員向けの保証審査・求償権管理回収に係る研修会を開催する。

　　○　国立研究開発法人森林総合研究所元理事による林業・製材業に関する研修会を28年５月に開催。研修内容は、中小製材業者の経営
　　　改善に資する知見と取材・調査のノウハウの向上等。
　　○　林野庁森林・林業基本計画検討室担当者による森林・林業基本計画研修会を28年６月に開催。研修内容は、保証審査の予備知識と
　　　すべき森林・林業・木材産業に関する動向等。
　　○　林野庁企画課林業信用保証担当専門職による林業合理化計画作成支援研修会を28年７月に開催。研修内容は、合理化計画に関する
　　　保証審査や、被保証者に対する合理化計画認定取得の助言に資するもの。

（３）保証審査や求償権管理回収に係る研修会の開催【評価書９５頁】

　《評定に至った理由》
　　　　信用基金職員及び基金協会職員向けの保証審査・求償権管理回収に係る研修会については、参加者の満足度や研修に対するニーズも高く、
　　　資質向上にも寄与しているものと考えられる。中期目標の達成に向けて着実な取組が見られることから、評定をＢとする。



 28年度 －35頁－

第３－２　引受審査の厳格化等

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 見込 通期

（Ａ） Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

　《目標》
　　○　研修等による信用基金職員の資質の向上、現地協議の推進等により、信用基金の相談機能を強化する。

　《主な業務実績》
　　○　農業・漁業において現地協議や個別協議を実施。また、林業において、適宜相談窓口を開設。

　《評定に至った理由》
　　　　基金協会との事前協議及び現地協議等を実施するとともに、適宜相談窓口を開設し、信用基金の相談機能の強化を図っており、中期目標の
　　　達成に向けて着実な取組が見られることから、評定をＢとする。

（４）信用基金の相談機能の強化【評価書９７頁】



 28年度 －36頁－

第３－２　引受審査の厳格化等

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 見込 通期

（Ａ） Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
（５）審査の厳格化、債務保証先のフォローアップ（林業信用保証業務）【評価書１００頁】

　《評定に至った理由》
　　　　審査件数は減少したが、債務保証審査協議会で十分な審査協議を行っていること、保証引受審査時には申込者の財務諸表を分析しているほ
　　　か、必要に応じて保証取扱金融機関へのヒアリングを実施していること、また、バンクミーティング等への出席や専門家を交えた経営診断等
　　　を通じて、被保証者に対し経営健全化への支援等の取組を行っており、中期目標の達成に向けて着実な取組が見られることから、評定をＢと
　　　する。

　《目標》
　　○　財務状況の的確な判断等による審査の厳格化、木材関係団体を通じた優良事業体への保証利用促進の働きかけ等による優良保証の確保、金
　　　融機関との情報共有の取組を講ずるほか、債務保証先の財務状況のフォローアップの在り方について専門家を交えた経営診断・指導等を引き
　　　続き実施する。また、中期目標期間中に部分保証の拡充、審査の厳格化などの多様な手法により収支均衡に向けて引き続き取り組む。

　《主な業務実績》
　　○　全体の審査件数1,417件（条件変更を含む）のうち新規・増額・財務内容不良案件等427件について、総括調整役（林業担当）等を構成員と
　　　する債務保証審査協議会に付議した。
　　○　優良事業体への保証利用促進の働きかけ、金融機関との情報共有、適切な期中管理と専門家を交えた経営診断・指導、部分保証の実施等の
　　　取組を行った。



 28年度 －37頁－

第３－３　モラルハザード対策

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 見込 通期

（Ａ） Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

　《評定に至った理由》
　　　　金融機関の責任も求めることにより代位弁済のリスク軽減が期待される部分保証（80％保証）の拡大に努めたほか、財務内容が良好な者を
　　　対象に、保証料率低減等のインセンティブを付した部分保証であるウッド・サポート5000及びログ・プロダクツ3000の利用を促進しており、
　　　中期目標の達成に向けて着実な取組が見られることから、評定をＢとする。

（３）部分保証の拡充などの収支均衡に向けた取組（林業信用保証業務）【評価書１０６頁】

　《目標》
　　○　中期目標期間中に部分保証を拡充するなど、収支均衡に向けた取組を実施する。

　《主な業務実績》
　　○　金融機関の責任も求めることにより代位弁済のリスク軽減が期待される部分保証（80％保証）の拡大に努めた。
　　　　具体的には、審査に当たり、対象資金、新規・増額案件で部分保証が妥当と判断される案件、更新案件で財務内容の悪化等により100％保
　　　証から部分保証とすることが妥当と判断される案件等について、部分保証とすることを基本に引き続き取り組んだ。
　　○　財務内容が良好な者を対象に、保証料率低減等のインセンティブを付した新たな部分保証であるウッド・サポート5000及びログ・プロダク
　　　ツ3000の利用を促進することとし、木材事業者や金融機関に対して積極的な普及活動を行った。



 28年度 －38頁－
第３－４　求償権の管理・回収の強化等

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 見込 通期

（Ａ） Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

　《主な業務実績》
　　○　28年度の求償権回収目標額３億53百万円に対し、当該実績は１億97百万円であり、達成率は55.9％（27年度実績44.4％）となった。
　　○　目標未達成の主な要因は、回収に大きく関係する求償権の取得額（代位弁済額）が目標設定時の想定を大きく下回ったこと、担保不動産の
　　　売却による回収額も目標設定時と比較して減少していることによる。
　　　　なお、求償権残高に対する回収額の割合は、28年度は4.0％と、第２期中期目標期間（20～24年度）における同割合の平均3.6％を上回る水
　　　準となっている。また、25年度から28年度までの回収金収入累積は目標13億92百万円に対し、当該実績は11億40百万円であり、達成率は81.9
　　　％である。
　　○　回収促進のため、回収促進検討会の開催、求償権回収に係る研修への参加のほか、求償権先の実情に応じた対応を講じた。

（２）回収金の実績及び回収実績向上のための取組（林業信用保証業務）【評価書１１１頁】

　《目標》
　　○　平成28年度における回収金収入については、林業信用保証業務においては３億53百万円を見込む。

　《評定に至った理由》
　　　　回収の対象である求償権残高が目標設定時に想定した残高を大きく下回ったこと、担保不動産の売却による回収額も減少していることから、
　　　28年度の回収金収入目標の達成率は55.9％となっており所期の目標を下回ってはいるものの、28年度の求償権残高に対する回収率は4.0％と、
　　　前中期目標期間における同率の平均3.6％を上回っていること、催告書や担保処分の促進、サービサーへの委託等の取組を進めていることを踏
　　　まえ、評定をＣとする。



 28年度 －39頁－

第３－４　求償権の管理・回収の強化等

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 見込 通期

（Ａ） Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

　《主な業務実績》
　　○　回収実績の向上と経費の効率化を図るため、28年３月に締結した委託契約（契約期間３年）に基づき、新たな回収委託基準に沿って52件の
　　　求償権（28年度期首残高725百万円）の回収委託を実施し、28年度の回収額は35百万円となった。
　　○　回収促進検討会においてサービサー委託が有効と判断した先１件を対象に28年12月に追加委託を実施した。
　　○　28年７月及び29年２月にサービサーと打合せを行い、委託した全求償権の進捗状況を確認するとともに、回収方策等必要な措置につき指示
　　　を行った。

（４）サービサー等の活用による回収策について費用対効果の検証及び回収委託基準の明確化等
　　　（林業信用保証業務）【評価書１１５頁】

　《目標》
　　○　回収実績の向上と経費の効率化を図るため、債権回収業者（サービサー）等の活用による回収策については、平成25年度に改正された新た
　　　な回収委託基準に沿って実施する。

　《評定に至った理由》
　　　　サービサーへの回収委託にあたっては、回収委託基準に沿って委託を行っており、中期目標の達成に向けて着実な取組が見られることから、
　　　評定をＢとする。



 28年度 －40頁－

第３－４　求償権の管理・回収の強化等

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 見込 通期

（Ａ） Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

　《目標》
　　○　保険料・保証料、貸付金利息の確実な徴収に努める。

　《評定に至った理由》
　　　　林業信用保証業務において、保証料の過徴収及び一部未徴収事案のほか、長期保証案件１件の２年目以降の保証料の未収事案が発生してお
　　　り、保険料等の確実な徴収等ができていないことから、評定をＣとする。

（５）保険料・保証料、貸付金利息の確実な徴収【評価書１１７頁】

　《主な業務実績》
　　○　保険料・保証料、貸付金利息については、定められた納入期日に徴収したが、林業信用保証業務において以下の事案が発生した。
　　　・　27年11月に判明した保証料の過徴収及び一部未徴収事案を踏まえ過去５年間に同様の事案がないか確認したところ判明した保証料の過徴
　　　　収（109,067円）及び一部未徴収（41,846円）事案について、保証料の過徴収事案は28年３月に返戻したが、一部未徴収事案については、
　　　　納付交渉を行ったものの、保証利用者の理解は得られず、保証契約は24年度中に終了していること、信用基金からの請求金額通り納付され
　　　　ていることから、弁護士と相談した結果、これ以上の請求は行わないこととした。
　　　・　28年４月に長期保証案件１件の２年目以降の保証料（3,133,472円）が未収となっていることが判明し、５月に全額の納付を受けた。こ
　　　　れは、保証料の未納を防ぐためのチェック体制及び未収保証料のデータ作成処理方法に不備な点があったことによるものである。
　　　　　その後の対応として、過去に同様の事案がないか確認したところ、未収事案が８件判明したが、このうち６件は１件あたり1,000円未満
　　　　のため追徴しないこととし、残りの２件の保証料（12,049円及び2,756円）について、28年９月に全額の納付を受けた。今後同様の事態が
　　　　発生しないよう、関係部署間におけるダブルチェック体制を整備するとともに、29年３月に林業業務システムの改修を行い、システムで
　　　　チェックが行えるようにした。



 28年度 －41頁－

第３－５　代位弁済率・事故率の低減

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 見込 通期

（Ａ） Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

　《評定に至った理由》
　　　　28年度末における代位弁済率は1.07％であり、中期目標期間４年目終了時では目標（代位弁済率2.94％以下）を達成していることから、評
　　　定をＢとする。

（２）代位弁済率の低減（林業信用保証業務）【評価書１２１頁】

　《目標》
　　○　中期目標期間中に保証契約を締結した案件については、林業信用保証業務においてはその代位弁済率を2.94％以下とする。

　《主な業務実績》
　　○　25年４月から29年３月までの代位弁済率は、1.07％であった。



 28年度 －42頁－

第３－７　宿舎の廃止に関する計画

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 見込 通期

（Ａ） Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

　《評定に至った理由》
　　　　職員宿舎廃止に係る実施計画に基づき、宿舎を廃止しており、中期目標の達成に向けて着実な取組が見られることから、評定をＢとする。

　《目標》
　　○　信用基金の保有する職員宿舎について、職員宿舎廃止に係る実施計画（平成25年６月20日付け独信基601平成25年度第50号）に基づき、職
　　　員退去後の廃止宿舎について、その処分を進める。

　《主な業務実績》
　　○　職員宿舎廃止に係る実施計画に基づき27年度に廃止した宿舎（成城宿舎及びみどり寮）については、28年３月１日付けで主務省より発出さ
　　　れた「介護施設等整備のための独立行政法人の不要資産の活用について」を踏まえ、その処分を進めた。

　　（成城宿舎）
　　　　介護施設としての取得要望がないことを世田谷区に確認の上、独立行政法人通則法による不要財産に係る国庫納付及び民間等出資の払戻し
　　　についての主務大臣の認可を受け、28年９月に一般競争入札により売却を行った後、28年11月に民間出資者に対して宿舎の売却代金に係る出
　　　資払戻しができる旨の催告を実施したほか、29年３月に56百万円を国庫納付した。
　
　　（みどり寮）
　　　　介護施設としての取得要望がないことを練馬区に確認したほか、28年10月に企画競争により売却業務の委託を行い、処分の準備を進めた。

宿舎の廃止に関する計画　【評価書１２７頁】



 28年度 －43頁－

第４　その他の業務運営に関する重要事項

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 見込 通期

（Ａ） － Ｂ － Ｂ
長期借入金の条件【評価書１３１頁】

　《目標》
　　○　信用基金が長期借入金をするに当たっては、市中の金利情勢等を考慮し、極力有利な条件での借入れを図る。

　《主な業務実績》
　　○　28年度は、寄託返還金を長期借入金の償還財源に充当したことから、新たな長期借入金は行わなかった。

　《評定に至った理由》
　　　　－（28年度評価対象外）



 28年度 －44頁－

第５　予算(人件費の見積りを含む。)、収支計画及び資金計画

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 見込 通期

（Ａ） Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

　農業信用保険勘定

　林業信用保証勘定

　漁業信用保険勘定

　農業・漁業災害補償関係勘定

予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画【評価書１３３頁】

　《主な業務実績》
　　○　予算に対する決算の状況は以下のとおり。

　　基金協会の保証債務の履行を円滑にするために必要な資金の貸付けが減少し、当該貸付けの償還による収入が減少したこと等から、収
　入の決算額は予算額を下回った。また、畜産関係の対策の実施及び保険価額残高の減少等に伴い保険金の支払いが減少したこと等から、
　支出の決算額は予算額を下回った。

　　木材産業等高度化推進資金の原資となる信用基金からの都道府県に対する貸付けが減少し、当該貸付けの償還による収入が減少したこ
　と等から、支出及び収入の決算額は予算額を下回った。

　　基金協会の保証債務の履行を円滑にするために必要な資金の貸付けが減少し、当該貸付けの償還による収入が減少したこと等から、支
　出及び収入の決算額は予算額を下回った。

　　予算では、セーフティネットという業務の特性上、大災害が発生した場合に共済金支払い原資を供給できるよう、最大規模の貸付実績
　を勘案して、貸付計画・借入計画を設定している。
　　28年度においては想定したような大災害が発生しなかったことから、予算と決算に大きな乖離が生じた。



 28年度 －45頁－

　農業信用保険勘定

　林業信用保証勘定

　漁業信用保険勘定

　農業災害補償関係勘定

　漁業災害補償関係勘定

　　保証債務残高の減少に伴い保証債務損失引当金の戻入れが生じたこと等により、２億68百万円の当期総利益を計上した。

　　大口案件の保険金の支払いが生じたこと等により、２億64百万円の当期純損失を計上した。この損失については、前中期目標期間繰越
　積立金を同額取り崩して充てた。

　　人件費の削減に伴い一般管理費が減少したこと等により、21百万円の当期総利益を計上した。

　　貸付実績がなく、事業収入が減少したこと等により、９百万円の当期純損失を計上した。この損失については、前中期目標期間繰越積
　立金を同額取り崩して充てた。

　《評定に至った理由》
　　　　適正な業務運営を確保するため、年度計画における予算に基づき、適正な業務運営を実施しており、中期目標の達成に向けて着実な取組が
　　　見られることから、評定をＢとする。

　　支払備金の戻入れが生じたこと等により、35億８百万円の当期総利益を計上した。

　　○　収支計画に対する決算の状況は以下のとおり。



 28年度 －46頁－

第８　重要な財産の譲渡等に関する計画（実績なし）　【評価書１４０頁】

第９　剰余金の使途

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 見込 通期

（Ａ） － － － －
剰余金の使途　【評価書１４１頁】

　《目標》
　　○　農林漁業金融のセーフティ・ネット機関としての役割の向上のため、人材の育成・研修、情報システムの充実等の使途に使用。

　《主な業務実績》
　　○　目的積立金を積み立てていないことから、28年度実績なし。

　《評定に至った理由》
　　　　－（28年度評価対象外）



 28年度 －47頁－

第10　その他主務省令で定める業務運営に関する事項

第10－１　施設及び設備に関する計画（実績なし）　【評価書１４２頁】

第10－２　人員に関する指標

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 見込 通期

（Ａ） Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
（１）人員に係る指標【評価書１４３頁】

　《目標》
　　○　期末の常勤職員数は、期初を上回らないものとする。（参考）期初の常勤職員数113名

　《主な業務実績》
　　○　中期計画期末の常勤職員の見込み（113名）を踏まえ、業務体制、退職者数及びそれを補う新規採用者数等を勘案して人員配置を行った
　　　（28年度の新規採用者は４名。28年４月１日人員 107名）。

　《評定に至った理由》
　　　　期末の常勤職員見込みを踏まえた人員確保を行っており、中期目標の達成に向けて着実な取組が見られることから、評定をＢとする。



 28年度 －48頁－

第10－２　人員に関する指標

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 見込 通期

（Ａ） Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

　《目標》
　　○　金融、保険業務等の分野において高度な専門性を有する人材の確保に努める。

（２）人材の確保【評価書１４５頁】

　《主な業務実績》
　　○　金融機関において資産査定等に精通し融資業務等の経験も有する者を外部から登用するとともに定年退職した職員を再雇用し、これらの者
　　　の専門知識・経験を生かした配置等を行った。外部からの登用者や再雇用職員は、豊富なキャリアを生かし指導的役割を果たしている。

　《評定に至った理由》
　　　　専門知識を有する人材を確保することにより、業務の円滑な実施を確保しており、中期目標の達成に向けて着実な取組が見られることから、
　　　評定をＢとする。



 28年度 －49頁－

第10－２　人員に関する指標

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 見込 通期

（Ａ） Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

　《評定に至った理由》
　　　　研修等により職員の能力向上を図り、適性の見極めを通じて、適切な人事配置を行うことにより、業務の円滑な実施を確保しており、中期
　　　目標の達成に向けて着実な取組が見られることから、評定をＢとする。

（３）人材の養成【評価書１４７頁】

　《目標》
　　○　個々の職員の専門性の育成に配慮した人事管理を行うとともに、金融業務機能の強化を図るための研修を含め、職員に対する研修制度の充
　　　実等により、民間企業等から採用した人材の専門的な知見を速やかに共有させ、専門性の高い人材の早期育成を図る。

　《主な業務実績》
　　○　業務の適正化を図るため、同一ポストに長期に在籍する職員を把握しつつ、日常の業務及び研修による能力向上、人事評価結果等により、
　　　業務の適性を見極め、適材適所の配置を行う人事管理を実施した。
　　○　研修により職員の能力向上を図った上で、勤務実績等を踏まえ、適材適所の人事配置を行った。
　　○　27年４月に定めた「能力開発研修（専門研修）実施要領」に基づき、採用後一定の期間内において受講する研修種類等を明確にして、審査
　　　・回収等の金融業務機能の強化を図るために行う専門研修の実効性を高めた。


